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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

集団的自衛権行使容認反対キャンペーン中！しんぶん赤旗をぜひお読みください日刊３４９７円　日曜版８２３円

憲法破壊
許さない

志位委員長が国会で追及

　志位氏は、米国が主導したアフガニスタン
戦争（２００１年～）、イラク戦争（０３年～）
への派兵の根拠となった両特別措置法に、「武

力行使をしてはならない」（２条２項）「戦闘

地域に行ってはならない」（２条３項）との
歯止めが明記されていたことを指摘。憲法解
釈の変更によって、この “ 二つの歯止め ” が
失われることになると追
及しました。
　安倍首相は「武力行使
を目的とした戦闘行動に
参加することはない」と
釈明する一方、“ 二つの歯
止め ” を「残す」とは言
いませんでした。

　集団的自衛権の行使容認を含む憲法解釈の変更によっ

て、「戦闘地域に行かない」などとしてきたこれまでの

海外派兵法の歯止めが失われる――。日本共産党の志位

和夫委員長は５月２８日の衆院予算委員会でこう追及し、

その危険性を浮き彫りにしました。

　日本共産党

志位　イラク ･ アフガン戦争のような場合に
　　　　 「２つの歯止め」 がなくなる
首相（歯止めを残すと言及せず）

「もし日本が集団的自衛権が行   　　　　
使できたら参戦を求めていた」
　　　　　　　　　　（米政府当事者）

　テレビ朝日のインタビューで「もし日本が
イラク戦争当時に集団的自衛権の行使がで
きたら、米国は日本政府に参戦するよう要
請したか」と問われて―。
　「イエス。実際われわれは、政治的支援か、

軍隊の派遣を求める戦略をまとめていまし

た。もし（日本が）軍隊をどこにでも派遣

できる準備が整っていたら、私は日本から

部隊を２つ送ると、その戦略に書いたでしょ

う」（米国・パウエル国務長官の首席補佐官
だったローレンス・ウィルカーソン氏）

裏面につづく➡ Ⓒカクサン部！
憲法担当部員・ポーケン師匠

質問する志位和夫委員長



集団的自衛権行使容認で
志位 「後方支援」 はどうするのか
首相「従来の活動のあり方を検討する」

　志位氏は「補給、輸送、医療などの兵站（へいたん）

活動、いわゆる後方支援はどうするのか」と迫りました。

　政府はこれまで、これらの「後方支援」であっても

戦闘地域で行わないことを建前にしてきました。戦闘

地域では他国の「武力行使と一体化」し、相手の攻撃

を招き、武力行使をすることになるという理由です。

志位　「『戦闘地域に行ってはならない』 との歯止　　　　　
　　　　　めを外せば、 アフガン戦争参戦の NATO　　　
　　　　　と同じになる」

　志位氏は、「『戦闘地域に行ってはならない』という歯止めがな
くなったらどうなるか」と提起。アフガン戦争に参戦したＮＡＴ
Ｏ諸国と、日本が同じになるのではないかと追及しました。安倍
首相は「ＮＡＴＯ軍は武力の行使を目的として戦闘に参加してい
る。これはできない。決定的な違いと言っていい」と答弁しました。
　志位氏は、アフガン戦争に際しＮＡＴＯ諸国が集団的自衛権の
発動として決めた８分野の支援をパネル（左）で示しました。い
ずれも直接の戦闘行為ではなく兵站活動、“ 後方支援 ” ばかりです。
　ところが、米軍の犠牲者２３２２人に対し、米軍を除くＮＡＴ
Ｏ諸国２１カ国の犠牲者も１０３１人にのぼります。
　なぜＮＡＴＯ諸国にこれほど犠牲者が出たのか。志位氏はその
理由を、「日本のような『武力行使してはいけない』『戦闘地域に行っ
てはならない』という歯止めがなかったからだ」と指摘しました。
たとえ兵站活動であっても米軍の戦争に参戦し戦闘地域に行けば、
相手側の攻撃の対象になって戦闘に巻き込まれてしまうのです。
　志位氏は最後に、「『海外で戦争する国』への大転換を憲法解釈
の変更で強行することは断じて許されない」と強調しました。

志位　ともかくも政府自らがつくった歯止めだ。自
衛隊がどんな活動であれ､ ｢戦闘地域に行ってはな
らない」という歯止めを残すのか、残さないのか。
首相　武力の行使との一体化論を踏襲するが、従来
から政府が示してきた判断基準をより精ちなものに
することは今後の検討課題だ。従来から述べている
非戦闘地域、後方地域という概念も検討が必要と考
えている。↗

首相はこう述べ、戦闘地域で活動しないというこれ
までの政府見解を見直し、戦闘地域で活動すること
を否定しませんでした。
　志位氏は「自衛隊の活動を拡大する方向での検討
ということだ。きわめて重大だ。歯止めを無くす方
向だ。自衛隊が戦闘地域に行くこともありうるとい
うことだ」と述べ、安倍内閣の狙いを批判しました。

志位 「自衛隊が 『戦闘地域』 に行くこともありえるということだ」　　　 


